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本日のお話

１．オンライン資格確認の動向

２．新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の

臨時的な取扱いについて

３．リフィル処方箋の現状と今後について

４．最近の指導の現場で指摘される事項



原則義務化の経過措置オンライン資格確認システムの導入状況

（２０２３/８/６時点）



原則義務化の経過措置オンライン資格確認システムの利用状況

診療／薬剤・特定健診情報の
閲覧の利用件数



原則義務化の経過措置

やむを得ない事情 期限

⑴ 令和5年2月末までにベンダーと契約締結したが、導入に必要なシ
ステム整備が未完了の保険医療機関、薬局（システム整備中）

システム整備が完了する日まで
（遅くとも令和5年9月末まで）

※  医療情報化支援基金による補助の拡充措置は、令和５年９月末事業完了まで継続

⑵ オン資に接続可能な光回線のネットワーク環境が整備されていない
保険医療機関、薬局（ネットワーク環境事情）

オン資に接続可能な光回線のネットワー
クが整備されてから6ヶ月後まで

※  医療情報化支援基金による補助の拡充措置は、令和６年３月末事業完了まで継続

⑶ 訪問診療のみを提供する保険医療機関
訪問診療のオン資（居宅同意取得型

）の運用開始（令和6年4月）
まで

※  訪問診療等におけるオン資の導入に係る財政支援は、令和６年３月末補助交付まで実施

⑷ 改築工事中、臨時施設の保険医療機関、薬局

改築工事が完了す
るまで臨時施設が終
了するまで

※ 令和5年2月末までに契約し、令和５年９月末までに事業完了の場合には、医療情報化支

援基金による補助の拡充措置の対象

⑸ 廃止・休止に関する計画を定めている保険医療機関、薬局

廃止・休止まで
（遅くとも令和6年秋まで）

※ 令和5年2月末までに契約し、令和５年９月末までに事業完了の場合には、医療情報化支

援基金による補助の拡充措置の対象

⑹ その他特に困難な事情がある保険医療機関・薬局
※ 例外措置又は⑴～⑸の類型と同視できるか個別判断

特に困難な事情が解消されるまで
※ 令和5年2月末までに契約し、令和５年９月末までに事業完了の場合には、医療情報化支

援基金による補助の拡充措置の対象

• 令和4年度末時点で、やむを得ない事情がある保険医療機関・薬局は、期限付きの経過措置。
※対象の保険医療機関・薬局は、地方厚生(支)局に原則オンラインで事前届出を行う（支払基金とも情報共有）

※令和６年４月メドで資格確認限定型・居宅同意取得型の運用を開始することとしており、こうした状況を踏まえ、今後、必要な見直しを行う。

※上記のほか、患者から電子資格確認を求められた場合に応じる義務について、訪問診療等・ オンライン診療の場合の経過措置（居宅同意取得型の運用開始（令和6年4月）まで）を設ける。
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オンライン資格確認の原則義務化の経過措置
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オンライン資格確認の原則義務化の経過措置

今般、オンライン資格確認・医療情報化支援基金関係・医療機関等向けポータルサイト
に、「経過措置の対象となっている医療機関・薬局のカードリーダーの申込期限」

に関するＱ＆Ａが追加されました。



原則義務化の経過措置

7

マイナンバーカードによるオンライン資格確認
を行うことができない場合の対応について①

マイナンバーカードで医療機関等を受診等される方が急速に増えている中で、
その場でマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことができない
場合について、窓口での対応や医療費の負担の取扱い等が明確になりました。

・ 保険料を支払っている被保険者等が、適切な自己負担分（３割分等）の支払
で必要な保険診療を受けられる 

・ 医療機関等には、事務的対応以上の負担はかけないようにする

という基本的考え方に沿って整理されています。

厚生労働省からは以下３点の資料が提示されています。
・別添１ マイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことができない場合の対応 
・別添２ システム障害時モード・目視モードの立ち上げ方 
・別添３ 被保険者資格申立書 



原則務化の経過措置
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医療扶助のオンライン資格確認について

オンライン資格確認等について、生活保護法に基づく
医療扶助の受給者にも対象を拡大されます。

〇医療機関・薬局の窓口で、生活保護受給者の方の資格情報等（医療券・調剤券情報を含む）
がオンラインで確認できるようになり、手入力による手間や未委託であることを検知できず
受診等した場合のレセプト返戻等による事務コストが削減できます。

（未委託の場合は、確認できる情報に制限あり）
 ○ 薬剤情報や診療情報等についても医療機関・薬局で閲覧できるようになり、

被保護者へより良い医療を提供できる環境に変わります。
補助金の申請に係る

スケジュールは検討中
 • 受付：令和５年11月頃～

令和６年１月頃（予定）
 • 審査：令和６年２月頃～

（予定） 





「医療扶助のオンライン資格確認
導入の手引き」をご参照ください。



本日のお話

１．オンライン資格確認の動向

２．新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の

臨時的な取扱いについて

３．リフィル処方箋の現状と今後について

４．最近の指導の現場で指摘される事項



新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に
伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて①

高齢者施設等における調剤についても
同様に電話を用いた服薬指導は

令和５年７月３１日（月）をもって終了。

新型コロナウイルス感染症法上の類型変更（２類相当から５類へ変更）に伴う
保険薬局等の診療報酬上の取扱いが示されました。

新型コロナウイルス感染症患者以外の患者
0410 事務連絡における電話を用いた「0410 対応」は令和 5 年 7 月 31 日（月）をもって終了。
以降「情報通信機器」を用いた場合の対応は服薬管理指導料４（情報通信機器（オンライン）を用いた服薬指導）に基づく対応。

新型コロナウイルス感染症患者 ・・・令和 5 年 5 月 8 日（月）以降の取扱い
１．0410 事務連絡における「CoV 自宅」又は「Cov 宿泊」
 ①患家への緊急訪問 
・対面での服薬指導

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 1（500 点） 
・電話を用いた服薬指導 

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 2（200 点）

②保険医療機関から情報提供の求めがあった場合 
服薬情報等提供料 1（30 点） 算定回数の上限なし 

③薬局において新型コロナウイルス感染症治療薬の指導を行い交付した場合（外来対応）
 服薬管理指導料の「1」又は「2」の 100 分の 200 に相当する点数（118 点又は 90 点）

令和 5 年 7 月 31 日（月）をもって終了。
 ※情報通信機器（オンライン）用いた場合は算定可能

0410対応は残っていますが、
その評価(診療報酬上)は終了。



当該薬剤を処方する手技料等は支援対象には含まれません。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に
伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて②

患者等に対する公費支援の取扱いと、保険薬局による調剤報酬明細書の記載等について
１．該当する公費の種類
新型コロナウイルス感染症の「治療薬」に要した費用の全額を補助する公費（「全額補助」）

2. 公費負担者番号と受給者番号
東京都（治療費：全額補助）公費負担者番号「28132801」 、受給者番号 「9999996（７桁）」

3. 「療養の給付」欄について
・「請求」の項には、実際に算定した新型コロナウイルス感染症の治療薬の合計点数を記載すること。 
・「全額補助」に係る「負担金額」又は「一部負担金」の項には、「０円」と記載すること

４. 対象となる新型コロナウイルス感染症治療薬
経口薬：「ラゲブリオ」、「パキロビット」、「ゾコーバ」
点滴薬：「ベクルリー」
中和抗体薬：「ゼビュディ」、「ロナプリーブ」、「エバシェルド」 以上７品目に限られます。
 ※なお、以上の薬剤のうち、国が買い上げ、希望する保険薬局に配分している薬剤については、引き続き薬剤料は発生しません。

５.実施時期
令和５年５月８日

「４月３０日通知」の東京都の公費負担者番号：28136802 
公費受給者番号：9999996とは異なります。

※本措置は、９月末までの措置とされ、その後の取扱いについては、他の疾病との公平性に加え、
国確保分 の活用状況や薬価の状況等を踏まえて冬の感染拡大に向けた対応が検討されます。
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令和４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
（令和４年度調査）の 報告案について 

令和４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和４年度調査）を
病院、薬局、患者の三者について調査を行った結果が公表されました。



病院・診療所調査の結果（抜粋その１）



病院・診療所調査の結果（抜粋その２）



病院・診療所調査の結果（抜粋その３）



患者調査の結果（抜粋その１）



患者調査の結果（抜粋その２）



調査結果を踏まえて

医師が考える課題
・患者への制度の周知
・医師への制度の周知

患者が感じるデメリット
・ ２回目、３回目の薬のもらい方や、

かかる金額が よくわからない 
・処方箋を保管しておくことが手間である
・調剤予定日の前後７日でしか薬を受け取れ

ないのは不便である 

医師が患者の変化に気付きづらい（医師の不安）
医師に診てもらう機会が減ってしまう（患者の不安）

医療の質を
担保できるか

薬剤師による介入が
より一層求められる！

• かかりつけ薬局・薬剤師 
• トレーシングレポート 
• 薬剤使用期間中の

患者フォローアップ



リフィル処方箋の仕組み（おさらい）



② リフィル処方箋としての取扱いの確認 レ点
③ 回数の確認 （上限は３回）

④投与日数の確認
⚫ ２種類以上の医薬品の場合、それぞれの投与期間が異なる場合

又はリフィルの使用回数の上限が異なる場合は、医薬品毎に処
方箋を分ける必要がある。

⑤投与量に限度が定められている医薬品・ 湿布薬は
不可（療担規則）

①“ ２回目以降は、原則として、前回の調剤日を起
点とし、投薬期間を経過する日を次回調剤予定日

（実際に投薬が終了する日）とし、前後７日以内
ex.1回目：7月20日調剤 （次回予定：8月16日）
→調剤可能期間（8月9日～8月23日）

⚫ ただし、服薬を終える前に次回の調剤を受けられるよう、次回予

定日までに来局することが望ましいこと等を患者に伝えること。

⚫ 調剤可能期間（8月9日～23日）以外の日に調剤を行うことはで

きない。

リフィル処方箋

調剤した保険薬局の名称及び保険薬剤師の氏名を余白又は裏面に記載
の上、調剤録等を作成した後、リフィル処方箋を患者に返却。その際、
必要な事項が記載された処方箋の写しを調剤録とともに保管。

• 患者に対して、継続的な薬学管理のため、同一の薬局で調剤を受けるべきである旨を説明
• 次回の予定を確認し、来局希望があるにも関わらす予定時期に来局しない場合は電話等で

確認（他の薬局を利用する場合は必要な情報を当該薬局に提供）

調剤した内容、患者の服薬状況等について必要に応じ処方医へ情報提供

①１回目の有効期限は通常の処方箋と同様



リフィル処方箋

⚫ 一般名処方の場合、２回目以降の場合も一般名処
方として取り扱うことで差し支えないが、初回調
剤した薬剤と同一のものを調剤することが望まし
い（Q＆A問9）

3回中2回目

• 患者の服薬状況等の確認を行い、リフィル処方箋により調剤を行うこと

が不適切と判断した場合には、調剤を行わず、受診勧奨を行うとともに、

処方医に情報提供を行うこと。

① 1回目：7月20日調剤 （２回目予定：8月16日）
→調剤可能期間（8月9日～8月23日）→8月15日調剤

⚫ 調剤可能期間（8月9日～23日）以外の日に調剤を行うことはでき

ない。

①“ 患者に対して、継続的な薬学管理のため、同一の薬局で調剤を
受けるべきである旨を説明
⚫ 次回の予定を確認し、来局希望があるにも関わらす予定時期に来

局しない場合は電話等で確認（他の薬局を利用する場合は必要な
情報を当該薬局に提供）

⚫ 次回の調剤可能期間 9月4日～9月18日

調剤した保険薬局の名称及び保険薬剤師の氏名を余白又は裏面に記載の
上、調剤録等を作成した後、リフィル処方箋を患者に返却。その際、必
要な事項が記載された処方箋の写しを調剤録とともに保管。

調剤した内容、患者の服薬状況等について必要に応じ処方医へ情報提供



リフィル処方箋 3回中3回目

当該リフィル処方箋の総使用
回数の調剤が終わった場合、
調剤済み処方箋として保管。
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臨時的な取扱いについて

３．リフィル処方箋の現状と今後について

４．最近の指導の現場で指摘される事項



保険薬局への指導とは

健康保険法第73条及び国民健康保険法第41条により、保険薬局は厚生労働大臣又は都道府県知事による
指導を受ける義務があります。指導は、次の６つに分類することができます。

保険薬局に対するもの 保険薬剤師に対するもの

１．新規指定時集団指導 １．新規登録保険薬剤師集団指導

２．調剤報酬改定時集団指導

３．新規個別指導

４．集団的個別指導

５．個別指導（共同指導を含む）

厚生労働大臣の指導－健康保険法
第73条 保険医療機関及び保険薬局は療養の給付に関し、保険医及び保険薬剤師は健康保険の診療又は調剤
に関し、厚生労働大臣の指導を受けなければならない。
厚生労働大臣又は都道府県知事の指導－国民健康保険法
第41条 保険医療機関等は療養の給付に関し、保険医及び保険薬剤師は国民健康保険の診療又は調剤に関し、
厚生労働大臣又は都道府県知事の指導を受けなければならない。



新規個別指導とは

新規に指定された全ての保険薬局を対象として、指定後６カ月以降に、個別指導方式により実施されています。

◆ 指導の趣旨 適正な保険調剤を確保し、加えてその質を向上させること

指摘事項 ≒ 毎日の業務で気を付けるべきこと

◆４つの観点 ① 調剤が薬学的に妥当適切に行われているか。

② 保険調剤が健康保険法や薬担規則をはじめとする保険調剤の基本的ルール

に則り、適切に行われているか。

③ 「診療報酬の算定方法」等を運守し、調剤報酬の請求の根拠がその都度、

調剤録等に記載されているか。

④ 保険調剤及び調剤報剤の請求について理解が得られているか。



①調剤が薬学的に妥当適切に行われているか

◆疑義照会に関わる指摘

➢ 処方箋の記載不備：「医師の指示通り」

※外用剤の使用法の指示が処方箋に記載なく、薬歴にも記載がない。

➢ 処方内容に関する薬学的確認：

投与禁忌 ：消化性潰瘍の患者にロキソプロフェン

過量投与

適応症違い ：統合失調症の患者にマイスリー

倍量処方 ：ハルシオン倍量処方と薬歴に記載

漫然と長期にわたり処方されている

：モサプリド・ビタミン剤など効果の評価を伴わない長期処方

例



②保険調剤が健康保険法や薬担規則をはじめとする
保険調剤の基本的ルールに則り、適切に行われているか。

◆ 医療保険各法、薬剤師法、薬機法、薬担規則等の法令に係る指摘

◆ レセプトの記載要領に関する指摘、費用の諸求に関する指摘
事務手続き（施設基準の届出変更や従事者変更）に関すること、等

➢ 処方箋の取り扱い：患者等以外からの処方箋の受領・薬剤の交付（医師が持参・海外から）

➢ 不備のある処方箋：必要事項の記載がない

処方日等の所定事項、麻薬処方時の麻薬施用者免許番号・患者住所

63枚をこえる湿布薬処方

➢ 調剤録の不備：記載事項、保管方法、疑義照会の記載

➢ リフィル処方箋：リフィル処方箋では取り扱えない薬の処方



③「診療報酬の算定方法」等を運守し、調剤報酬の請求の根拠が
その都度、調剤録等に記載されているか

➢ 嚥下困難者用製剤加算：嚥下障害等がない人に加算？
自家製剤加算
計量混合調剤加算

→同一患者の同じ処方内容に対して、日によって算定する加算が異なる

→製造工程が薬歴に記載されていない、薬学的な判断がされていない

➢ 重複投薬・相互作用等防止加算：疑義照会して処方が変わったらすべて算定？

→ツムラ麦門冬湯 ７．５g→９gに変更（包装単位の勘違い訂正）

→月１回服用する薬剤の投与量が30日になっていたので訂正（骨粗鬆症薬等）

例

（処方せん中の疑義）
第二十四条 薬剤師は、処方せん中に疑わしい点があるときは、その処方せんを交付した医師、
歯科医師又は獣医師に問い合わせて、その疑わしい点を確かめた後でなければ、これによって調剤してはならない。

薬剤師法第24条からみてどう思うか？



③「診療報酬の算定方法」等を運守し、調剤報酬の請求の根拠が
その都度、調剤録等に記載されているか

➢ 特定薬剤管理指導加算：すべての対象薬に対しての指導がされていない
目的の欠如した連続した指導

➢ 在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料２：訪問すればいつでも算定できる？

・計画管理内の治療薬が不足したので回数をわけて配置するための訪問で算定
・医師から訪問指示があり、2日後に訪問でも算定

➢ リフィル処方箋：
服薬状況、次回の調剤を受ける予定の確認
同一の保険薬局で調剤を受けることの意義の説明している？

➢ 服薬管理指導料・薬歴の記載：
患者サマリーが更新されていない
第三者でもわかる記載方法になっていない
前回までの聞き取り内容を反映した指導になっていない



ご清聴ありがとうございました！


	スライド 1: 「最近の医療保険分野のトピックス」
	スライド 2
	スライド 3: 原則義務化の経過措置
	スライド 4: 原則義務化の経過措置
	スライド 5: 原則義務化の経過措置
	スライド 6: 原則義務化の経過措置
	スライド 7: 原則義務化の経過措置
	スライド 8: 原則務化の経過措置
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15: 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に 伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて①
	スライド 16: 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に 伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて②
	スライド 17
	スライド 18: 令和４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査 （令和４年度調査）の 報告案について 
	スライド 19: 病院・診療所調査の結果（抜粋その１）
	スライド 20: 病院・診療所調査の結果（抜粋その２）
	スライド 21: 病院・診療所調査の結果（抜粋その３）
	スライド 22: 患者調査の結果（抜粋その１）
	スライド 23: 患者調査の結果（抜粋その２）
	スライド 24: 調査結果を踏まえて
	スライド 25: リフィル処方箋の仕組み（おさらい）
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30: 保険薬局への指導とは
	スライド 31: 新規個別指導とは
	スライド 32: ①調剤が薬学的に妥当適切に行われているか
	スライド 33: ②保険調剤が健康保険法や薬担規則をはじめとする 保険調剤の基本的ルールに則り、適切に行われているか。
	スライド 34: ③「診療報酬の算定方法」等を運守し、調剤報酬の請求の根拠が その都度、調剤録等に記載されているか
	スライド 35: ③「診療報酬の算定方法」等を運守し、調剤報酬の請求の根拠が その都度、調剤録等に記載されているか
	スライド 36: ご清聴ありがとうございました！

